
第２章 医療法人の設立 

  

１ 医療法人の設立申請ができる方 

  (1) 医師又は歯科医師である方 

  (2) 欠格条項（法第46条の4第2項）に該当していない方 

   ア 精神の機能の障害により職務を適正に行うに当たって必要な認可、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者ではない方 

   イ 医療法、医師法、歯科医師法及び関係法令により罰金以上の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年が経過している方 

   ウ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった方 

 

 ２ 医療法人の設立者（医療法人を設立しようとする者） 

  (1) 医療法人社団の設立者 

   ア 医療法人社団の設立者の員数は、通常、設立者全員が成立後の医療法人社団の社員と

なりますので、３名以上が必要です（上記１の医療法人の設立申請ができる方を含む。）。 

   イ 医療法人社団の設立者は、３名以上の設立者により医療法人社団の基本事項である定

款を定めた後、設立総会を開催し、設立時に決定すべき事項を決議して、その議事録を

作成します。 

  (2) 医療法人財団の設立者 

   ア 医療法人財団の設立者の員数は、少なくとも上記１の医療法人の設立申請ができる方

がいれば、１名以上で設立できます。 

   イ 医療法人財団の設立者（設立者が２名以上あるときは、その全員）は、医療法人財団

の基本事項である寄附行為を定め、設立時に決定すべき事項を決議して、その決定事項

を確認できる書面（設立趣意書など）を作成します。 

  (3) 設立者の責務 

    設立者又は設立代表者（設立者が２名以上あるときは、適法に選任された者をいう。）は、

医療法人の設立認可に関する必要な手続を行います。 

３ 医療法人の構成 

  (1) 役員 

   ア 役員の種類・人数  



① 医療法人には、役員として、理事３人以上及び監事１人以上を置かなければなりま

せん。                 ･･････ 法第46条の5第1項 

    ② 精神の機能の障害により職務を適正に行うに当たって必要な認可、判断及び意思疎

通を適切に行うことができないなど、法第46条の4第2項に該当する者は、医療法人の

役員になることはできません。 

    ③ 役員は、自然人に限られます。 

④ 未成年者（１８歳未満）が役員に就任することは、適当ではありません。 

    ⑤ 医療法人と取引関係にある営利法人の役員が医療法人の役員に就任することは、非

営利性という観点から原則認められません。 

    ⑥ 医療法人の役員は、その任務を怠ったときは、当該医療法人に対し、これによって

生じた損害を賠償する責任を負います。   ･･････ 法第47条第1項 

⑦ 役員が法人の所在地と遠隔地に居住する場合であっても、社員総会や理事会など、

医療法人の運営上欠くことのできない場には必ず参加するこが必要となります。 

 

イ 理事 

① 理事は、医療法人の常務を処理します。 

    ② 医療法人が開設する全ての診療所等の管理者は、理事に就任しなければなりませ

ん。                   ･･････ 法第46条の5第6項 

    ③ 実際に法人運営に参画できない者を名目的に選任することは適当ではありません。 

    ④ 理事は、医療法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したと

きは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければなりません。 

･････ 法第46条の6の3 

    ⑤ 理事は、医療法人との利益が相反する取引を行う場合には、理事会において、当該

取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければなりません。 

また、当該取引後遅滞なく理事会に報告しなければなりません。 

･････ 法第46条の6の4 

ウ 理事長 

① 理事のうち１人は理事長とし、医師又は歯科医師である理事のうちから選出しま

す。                  ･･････ 法第46条の6第1項 

② 理事長は、医療法人を代表し、医療法人の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の



行為をする権限を有します。     ･･････ 法第46条の6の2第1項 

    ③ 複数の医療法人の理事長を兼務することは不適当です。 

    ④ 理事長は、３か月に１回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければ

なりません。ただし、定款又は寄附行為で毎事業年度に４か月を超える間隔で２回以

上その報告をしなければならない旨を定めた場合は、この限りでありませ

ん。               ･･････ 法第46条の7の2第1項 

   エ 監事 

① 監事の主な職務は、以下のとおりです。 

・医療法人の業務を監査すること。 

・医療法人の財産の状況を監査すること。 

・医療法人の業務又は財産の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会

計年度終了後三月以内に社員総会又は評議員会及び理事会に提出すること。 

・監査の結果、医療法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款若しく

は寄附行為に違反する重大な事実があることを発見したときは、これを都知事、社員

総会若しくは評議員会又は理事会に報告すること。    ･･････ 法第46条の8 

② 監事は理事会に出席する義務があり、必要があると認めるときは意見を述べ 

なければなりません。             ･･････ 法第46条の8の2第1項 

③ 監事は、当該医療法人の理事又は職員を兼ねることができません。 

･･････ 法第46条の5第8項 

④ ③以外に、次の者は、監事に就任することができません。 

・ 医療法人の理事（理事長を含む。）の親族（民法第７２５条の規定に基づく親族） 

・ 医療法人に拠出している個人（医療法人社団の場合） 

・ 医療法人の運営する病院・診療所等の従業員 

・ 医療法人と取引関係・顧問関係にある個人 

例：医療法人の会計・税務に関与している税理士、税理士事務所等の従業員、 

当該法人の法務等に関与する顧問弁護士、弁護士事務所の従業員 

⑤ 監事の職務の重要性にかんがみ、財務諸表を監査しうる者等を選任してください。

実際に法人監査業務を実施できない者が名目的に選任されることは適当ではありませ

ん。 

   (2) 社員・・・医療法人社団の場合 



   ア 医療法人社団は、複数の人が集まって組織された団体で、その構成員を社員といいま

す。従業員とは異なります。 

   イ 社員は、社員総会という合議体の一員なので、原則として３人以上必要です。 

   ウ 社員は社員総会において法人運営の重要事項について議決権及び選挙権を行使する

ものであり、実際に法人の意思決定に参画できない者を名目的に選任することは適当で

はありません。 

   エ 社員の入社については社員総会で適正な手続がなされ、承認を得ることが必要です。 

また、社員は定款上の手続を経て退社します。 

 (3) 評議員・・・医療法人財団の場合 

ア 評議員会を組織する評議員の人数は、理事の定数を超えていなければなりませ

ん。                     ･･････ 法第46条の4の2第1項 

イ 評議員は、評議員会を構成する一員で、次に掲げる者とします。  

 ･･････ 法第46条の4第1項 

① 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、その他の医療従事者 

② 病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の経営に関して識見を有する者 

③ 医療を受ける者 

④ その他特に必要と認められる者 

ウ 評議員は、上記イのとおり、医療法に列挙された自然人に限られます。それ以外の者

や株式会社等の法人は選任できません。 

また、上記イの中の一定の者や特殊な関係にある団体等の関係者だけに片寄ることな

く選任する必要があります。 

エ 評議員は、当該法人の役員又は職員を兼ねることができません。   

･･････ 法第46条の4第3項 

オ 評議員としての職務を行使できない者を名目的に選任することは適当ではありま

せん。            

  

 ４ 医療法人の名称 

  (1) 「医療法人社団」「医療法人財団」は必ず表記してください。 

  (2) 誇大な名称は避けてください。 

    （例）○○クラブ、○○研究会、○○グループ、セントラル、○○センター、 



第一○○、優良○○ 

  (3) 国名、都道府県名、区名及び市町村名を用いないでください。 

  (4) 既存の医療法人（都内、他県の隣接地域にあるものを含む。）の名称と、同一又は紛らわ

しい表記は避けてください。 

  (5) 取引会社等関係がある営利法人等の名称やその保有する商標・ブランドの名称は用いな

いでください。 

  (6) 診療科名を単独で法人名に使用することはできません。ただし、固有名詞（「クリ 

ニック」等）と組み合わせて使用することは可能です。 

  (7) 広告可能な診療科名として認められていないものを名称の中に含めることはでき 

ません。 

    詳細は、「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針

（医療広告ガイドライン）（令和6年３月22日付医政発 0322 第 10 号）」を参照してくだ

さい。 

  (8) 当て字等で通常の漢字と異なる読み方になるもの（アルファベット表記で読めな 

いものを含む。）は避けてください。 

  (9) 設立認可申請の際は、重複等がないか医療法人名簿でご確認のうえ、事前に医療安全課

医療法人担当に医療法人名称の照会を行ってください。 

５ 医療法人の財産 

  (1) 拠出（寄附）財産 

   ア 財産の種類 

     ① 基本財産 ･････････････ 不動産等の重要な資産 

     ② 通常財産 ･････････････ 基本財産以外の資産 

   イ 財産の額 

     ① 土地、建物   ･････ 不動産鑑定評価書又は固定資産評価証明書の額 

    ② 建物附属設備  ･････ 減価償却した簿価 

    ③ 現預金  ･･････････ 残高証明書にある金額の範囲内 

                  医業未収金については直近２か月分の診療報酬等の決定通

知書の金額の範囲内 

      ④ 医療用器械備品 ････ 減価償却した簿価 

    ⑤ 什器・備品 ････････ 減価償却した簿価 

https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001231163.pdf


    ⑥ ソフトウェア ･･････ 減価償却した簿価（償却済みのソフトウェアは拠出 

することができません。） 

⑦ 電話加入権 ････････ 標準価額（東京都）又は財産評価基本通達161の(1)の定め

による評価額 

⑧ 保証金等 ･･････････  契約書の金額 

※ 契約書に保証金の償却に関する条項がある場合は、償

却後の金額（契約終了時に返還される金額） 

     ※ 減価償却については、「基準日」があります。 

       直近の申請の基準日については、東京都保健医療局のホームページ内の「医療法

人設立認可・解散・合併認可等に係る年間スケジュール」の「基準日一覧表」をご

確認ください。 

   ウ 医療法人は、開設する診療所等の業務を行うために必要な施設、設備又は資産を有し

ている必要があり、それに見合った財産の拠出（寄附）が必要です。 

   エ 拠出（寄附）財産は、拠出（寄附）者に所有権があり、医療法人に拠出するのが適切

なものとします。個人的な医師会（歯科医師会）の入会金等は拠出できません。棚卸資

産（医薬品、衛生材料等）、消耗品、一括償却資産及び中小企業者の少額減価償却資産の

取得価額の必要経費算入の特例（租税特別措置法第２８条の２）の適用を受けた資産、

営業権、繰延資産（開業費等）、前払費用等についても同様に拠出できません。 

  (2) 負債の引継ぎ 

   ア 拠出（寄附）財産の取得時に発生した負債は、医療法人に引き継ぐことができますが、

借入日より後に支払いを行っている必要があります。 

なお、法人化前の運転資金に充てた負債は引き継ぐことができません。 

   イ 拠出（寄附）と債務引継ぎは同時に行うことが必要です。設立時に拠出（寄附） 

した財産の取得に係る負債を、設立後に引き継ぐことはできません。 

  (3) 運転資金 

   ア 原則として初年度の年間支出予算の２か月分に相当する額以上が必要です。 

   イ 預金等、換金が容易なものとします。 

   ウ 設立後の金融機関等からの借入金（借入予定額）は、運転資金として算入できません。 

 (4) 各種契約 

  ア 設立認可に当たっては、拠出（寄附）財産に加え、診療所等を法人開設するに 

https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/r5sche.html
https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/hojin/r5sche.html


当たって必要な契約（建物賃貸借契約（覚書を含む。）、物品売買契約等）が締結 

されている必要があります。 

  イ 基金拠出契約についても、締結されている必要があります。 

 

６ 基金制度（医療法人社団の場合）   ･･････ 規則第30条の37、規則第30条の38 

(1) 基金とは、医療法人社団に拠出された金銭その他の財産であり、医療法人が拠出 

者に対して、定款の定めるところに従い返還義務を負うものです。基金制度を採用 

することにより、剰余金の配当を目的としないという医療法人の基本的性格を維持 

しつつ、その活動の原資となる資金を調達し、その財産的基礎の維持を図ることが 

できます。 

(2) 基金制度を採用する場合は、医療法人は、制度について定款に定めなければなり 

ません。 

(3) 基金を引き受ける者の募集をしようとするときは、その都度、次に掲げる事項を   

  定めなければなりません。 

① 募集に係る基金の総額 

② 金銭以外の財産を拠出の目的とするときは、その旨及び当該財産の内容・価額 

③ 金銭の払込み又は②の財産の給付の期日又はその期間 

(4) 医療法人は、募集に応じて基金の引受けの申込みをしようとする者に対して、基金の募

集事項に関する通知をしなければなりません。 

  (5) 医療法人は、申込者の中から基金の割当てを受ける者を定めて、その者に割り振 

る基金の額を定めなければなりません。この場合は、当該申込者に割り当てる基金の額

を、申込額より減額することもできます。 

(6) 基金を引き受けようとする者が、基金の総額の引受けを行う契約を締結する場合（１人

で基金の全額を引き受ける場合）は、(4)、(5)の基金の申込み及び割当てに関する手続は

不要です。 

  (7) 基金に拠出する現物拠出の価額の総額が、500万円を超える場合は、その価額が相当で

あるという弁護士、弁護士法人、公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人の証明（様

式任意。参考様式の掲載あり）が必要です。 

  (8) 次に掲げる者は、(7)の証明をすることができません。 

    ① 医療法人の社員、役員、従業員 



    ② 基金の引受人 

    ③ 業務の停止の処分を受け、その停止の期間を経過しない者 

④ 弁護士法人、監査法人又は税理士法人であって、その社員の半数以上が①及び②に掲

げる者に該当する場合 

(9) 基金の返還は、定時社員総会の決議によって行わなければなりません。 

     医療法人は、ある会計年度に係る貸借対照表上の純資産額が次に掲げる金額の合計額

を超える場合は、当該会計年度の次の会計年度の決算に関する定時社員総会の日の前日

までの間に限り、当該超過額を返還の総額の限度として基金の返還をすることができま

す。 

① 基金（代替基金を含む。）の総額 

    ② 資産につき時価を基準として評価を行っている場合において、その時価の総額 

がその取得価額の総額を超えるときは、時価を基準として評価を行ったことに 

より増加した貸借対照表上の純資産額 

 (10) (9)に違反して基金の返還をした場合は、返還を受けた者及び返還に関する職務を行

った業務執行者は、医療法人に対して、連帯して(9)に違反して返還された額を弁済する

責任を負います。 

また、(9)に違反して基金の返還がされた場合は、医療法人の債権者は、返還を受けた

者に対し、その返還額について医療法人に対して返還請求を行うことができます。 

(11) 基金の返還を行う場合は、返還する基金に相当する金額を代替基金として計上する必

要があります。代替基金は、取り崩すことができません。 

  (12) 基金の返還に係る債権には、利息を付することができません。 

(13) 特定医療法人及び社会医療法人は、基金制度を採用することができません。 

 

７ 医療法人の成立 

   医療法人は、認可を受けただけでは成立しません。医療法人の主たる事務所の所在地にお

いて、組合等登記令（昭和39年政令第29号）の定めるところにより、設立の登記をすること

によって成立します。           ･･････ 法第46条第１項 


